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公共サービスの最適供給と公共資本形成

有 吉 範 敏

I はじめに

Samuelsonはその論文〔 6〕において，静学

的な設定の下に公共財の最適供給条件を遅い

た。これに対して， Arrow[ I J, Arrow and 

Kurz [ 2 J, Pestieau [ 5]等に代表される公

共投資論は，新古典派成長モデルを用いて，公

共投資の最適条件を分析している。本稿の目的

は，公共資本を公共サービスの固定的生産要素

としてとらえ，公共資本の変化を許す 2期間モ

デルを用いて，公共サービスの異時的最適供給

条件を検討することにある。

通常，純粋公共財は，消費における非競合性

と消費からの非排除性という 2つの性質を完全

に備えた財として定義される。ここで注意すべ

きことは，これら 2つの性質を完全に備えた純

粋公共財の例として有形な財貨をあげることは

困難だということである。上の定義をみたす純

粋公共財とは，国防サービス，治安サービス，

行政サービスおよび司法サービスといったよう
．．．． 

なサービスにほかならない。そこで，本稿では

一貫して公共財という用語のかわりに公共サー

ビスという用語を用いることにする。

いま，公共サービスの例として治安サービス

を考えてみよう。治安サービスは，警察署の建

物や巡回自動車などの諸施設に警察官の労働等

が結合されることによってもたらされる。した

がって，われわれは，治安サービスを，警察署

の建物や巡回自動車などの固定的要素と警察官

の労働といった可変的要素とから産出される生

産物であると考えることができる。治安サービ

スについてのこのような解釈は，国防サービス

や行政サービス，司法サービス等々のすべての

公共サービスについて適用可能である。そこ

で，われわれは，一般に公共サービスを固定的

要素と可変的要素とによって産出される生産物

と考える。そして，公共サービスをもたらす固

定的要素を公共資本とよぶことにする。

このように考えてくると，公共サービスの最

適供給についての分析をおこなうには，公共サ

ービスの生産要素，すなわち固定的生産要素で

ある公共資本と労働その他の可変的生産要素と

が変数として遅入されていなければならない。

そこで，われわれは，固定的生産要索としての

公共資本の変化を許す 2期間モデルを設定し，

公共サービスの異時的最適供給条件を，可変的

要素の配分と固定的要素の蓄積の両而から説明

しようと試みる。

本稿の構成は次のとおりである。まず，第 1I

節でモデルの説明がおこなわれる。第皿節では

公共サービスの最適供給条件が遅かれる。これ

は，公共サービスの可変的要素の最適配分条件

と公共サービスの固定的要素の最適蓄積条件す

なわち公共投資の最適条件とから成る。第IV節

では，各経済主体が自己の制約条件の下でおの

おのの目的を最大にする分権的経済を想定す

る。そして，政府が消費者および企業に対して

一括税を課すときに，第皿節で得られた最適配
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分条件がみたされることを示す。そしてさいご

に．公共サービスが生産基盤型であるとき．政

府が消費者に対して所得税を．企業に対して一

括税をそれぞれ課すならば．もはや最適配分は

達成されないが．公共サービスの最適条件その

ものは依然として成立することが指摘される。

n モデル

つぎのような 0期と 1期とから成る 2期間モ

デルを設定する。社会は n人の消費者と 1企業

によって構成され，各期に 2種類の私的財 (L

財およびX財） と1種類の公共サービスが存

在する。 L財は消費者によって所有されてお

り，可変的生産要素として用いられる。第 i消

費者 (i=l,2,…， n)のt期 (t=O,1)にお

ける L財所有量を且であらわすことにする。

X財は企業によって生産される生産物であり，

消費財および資本財として利用される。

第 i消費者の効用関数を

Ui=Ui[l~,xtui(l5,X5) ;li，叫，炉（lf,

X1)J (i=l,2,…， n) (2-1) 

とする。ここに l:,x t (t = 0, 1) はt期にお

ける第 i消費者の L財消費量および X財消費

量を示す。また，片は t期に公共サービスの可

変的要素として用いられる L財の量をあらわ

し． x1はt期に公共サービスの固定的要素と

して存在する X財の量，すなわち t期における

公共資本の存在量をあらわす。消費者は， t期

において l1とX1とから生産される公共サー

ビスを消費するのであるが，公共サービスの生

産量とその生産要素である lJおよび Xfとの

あいだに技術的生産関数を想定することは困難

である。そこで，第 i消費者が t期の公共サー

ビスからうける便益をい(l1,X1)であらわす

第 51巻第 4 号

ことにする。換言すれば， Ui(l1,X1)はt期の

公共サービスが第 i消費者にもたらす効用指標

である。 x:iま所与とし， Xf=X!＋碍とする。

ここに対は 0期における公共投資をあらわす。

企業は生産閲数

Xt=F［乃， X~,/C/1, X1)J (t=O, 1) (2-2) 

にしたがって生産活動をおこなう。ここに Xt

はt期の X財生産量を，乃は t期に可変的生産

要素として投入される L 財の量を示す。 x~ は

t期に固定的生産要素として存在する X財の量

をあらわす。 x; は所与とし， X~=X炉＋吋と

する。ここに x~ は 0 期の私的投資を示す。ゎ

れわれは，消費者に効用を与えると同時に企業

の生産活動にも寄与するような公共サービスを

想定する尻 f(l1,X1)は， l1と x1とから生

産される t期公共サービスの X財生産に対す

る貢献をあらわす生産指標である。

この経済の需給均等式はつぎのように示され

る。

n.. n.  

工且＝エl;＋l炉＋lf(t=0,1) 
i=l i=l 

” 坑＝エ外十x~+x!,
i=l 

(2-3) 

” 功＝こ叫．
i=l 

直最適配分

われわれは，まず，集権的経済を想定し，そ

のような経済における最適資源配分条件を求め

たい。社会的厚生関数を

W=W(U1，訊…， Un) (3-1) 

1) Kaizu知〔 4〕， Sandmoけ〕，および Arrowand 

Kur妖2〕．
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であらわすことにしよう。このとき，われわれ

の問題は，（2-1)-(2-3)の制約の下に社会的

厚生関数 (3-1)を最大にすることである。 La-

grangianはつぎのようになる。

L=W(U1, U釘…， Un)

苫，1刈貼—怠ーl;-l1)

+μ。{F[ltXぶf(lい， Xf)］-i吋ーダf
i=l 

叫
＋叫F[lf,xf,f(lf,Xf)］—紐｝．

ただし，入t, 四（t=O,1) は Lagrange乗数

をあらわす。手段変数は l;，叫；げ， xt;l1,xf

(t=O, 1; i=l, 2,…, n) である。最大化の

ための 1階の条件はつぎのように書き出すこと

ができる。

Wi 
8Ui 
叩

Wi 
8Ui 
8x} 

ー A.t十μt

:¥.t=O 

μt=0 

8F 
＝ 

8l1 ゜aF 
―μ。五1恥＝0,

(i=l, 2,・・・, n; f=O, 1), 

(i=l, 2,・.., n; t=O, 1), 

(t=O, 1), 

幻w；堕門巴＿ 8Faf 
た 1 aui alf 

A, t十μt----＝ 
町 alf

(゚t=O, 1) 

” こWj
叩 i8ui 
-- ---μ。+μ1

aF af 
i=1 8ui 8Xf 

- --＝ 0. 
8J 8Xf 

ただし W;=aW/aUi(i=I,2,…， n)である。

1階の条件を整理することによってつぎのよう

な式を得る。

芭＝oui/8lに8Ui/8x{
Wj 即／8l;oui18x;

n;t=0,1), 

(i,j=l, 2,・・・，

(3-2) 

8ぴ／8li8F
oui/8x戸研 (i=l, 2,..., n; t=O, 1), 

祝Ti/aぷ aF
＝ 

8Ui/8Xi 8Xi 
(i=l, 2, ・・・, n), 

(3-3) 

(3-4) 

8Ui 8Uj 

” oui 8lf 8F 8f 8F 
こ +--- =--~ 
た 18Ui/8x; 8J 8l1 8l; 

8Ui 8ui 
”如 aXf_L  aF af aF こ＋
j=1aui/8叫訂取1＝訳

(t=O, 1), 

(3-5) 

(3-6) 

(3-2)は．各期において．各消費者の社会的重

要度の比が限界効用比に等しいことを要求して

いる。 (3-3)はL財が私的消費財として消費さ

れるときの各消費者の限界代替率と， L財が私

的生産要素として投入されるときの企業の限界

変形率とが等しくなければならないことを意味

している。そして (3-5)は． L財が私的生産要

素として投入されるときの企業の限界変形率

が． L財が公共サービスの可変的要素として利

用されるときの各消費者の限界代替率および企

業の限界変形率の和にも等しくならねばならな

いことを示している。他方．（3-4)は． 0期X

財が私的消費財として消費されるときの各消費

者の限界代替率と， 0期X財が私的投資財と

して利用されるときの企業の限界変形率との均

等を示している。さらに (3-6) は． 0期X財

が私的投資財として利用されるときの企業の限

界変形率と， 0期X財が公共投資に利用され

るときの各消費者の限界代替率および企業の限

界変形率の和との均等を意味している。

(3-3) と (3-4)は私的財の配分に関する最

適条件であり， また (3-5) と (3-6)は公共サ

ービスの配分に関する最適条件である。 (3-5)

と (3-6)はそれぞれ， 公共サービスの可変的

要素の最適配分条件および公共サービスの固定
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的要素の最適蓄精条件すなわち公共投資の最適

条件を与えている％公共サービスの水準は，

短期的には (3-5) をみたすような L財の投入

によって，そして長期的には (3-6)をみたす

ような X財の投入すなわち公共資本の形成を

つうじて，最適に調整される。

消費者には効用を与えず，もっばら企業の生

産活動に貢献するような公共サービスー一生産

基盤型公共サービスー一ーを想定すれば，（3-6)

は公共投資の限界生産力と私的投資の限界生産

カの均等を意味する条件式となる。これは，新

古典派公共投資論における最適条件に対応して

いる”。

w 分権的経済

前節では，集権的経済の想定の下に，社会的

厚生を最大にするための最適配分条件が導かれ

た。本節の課題は，前節で得られた最適配分が

以下にみるような分権的経済において達成され

ることを示すことにある。まず，各経済主体の

分権的最適化行動を記述しよう。

第 i消費者の最適化行動は，予算制約

エ(l+r戸 {Wt(i;―l;）-Pぷー冗｝＝0
t=0,1 

の下に効用関数 (2-1)を lい均(i=l,2,…， 

n; t=O, 1) について最大にすることである。

ここに， Ptおよび Wtは，それぞれX財およ

びL財の t期における価格をあらわす。また r

は利子率である。冗は t期の第 i消費者に対

する一括税を示している。 Lagrangian はつぎ

のようになる。

Li= Ui Ut, xt ui(l!, X名）； l｛，xi,t↓i(lf,Xf)］

2) 本稿で得た (3-6)式は， Arrowand Kurz〔幻
の p.91 (146)式に対応すると考えられる。

3) Arro虹 1〕および Pestieau〔砂

第 51巻第 4 号

＋がこ (1+r戸 {Wt(i;-l;)-Pぷ
t =o, 1 

-Tり．

ただし，がは Lagrange乗数である。 1階の

条件は，

aui 
al} 

が(l+r)-1Wt=O(t=O, 1), (4-1) 

aui 
紐 i

が(l+r)→Pt=O (t=0,1) (4-2) 

となる。

一方，企業は利潤

こ (1+r)→ {P,F[l~, X~,f(lf, X1)J 
t=0,1 

-Wtlt-T1}-Poxg 

をけとx~ について最大化する。ここに内は

t期に企業に対して課される一括税をあらわ

す。 1階の条件は，

p 8F 
t---Wt =0 (t=0, 1)， 
叩

8F 
(1 +r)-1P1ax1-Po=O 

である。

(4-3) 

(4-4) 

さいごに，われわれは，税を徴収し，それを

財源に公共サービスを無料で社会に提供する経

済主体である政府の行動を記述しなければなら

ない。政府の予算制約は，

” Z: Tt + T炉―W。l[-Pox!=O,
j =1 

” 工T{+Tf-W渭＝0
i=l 

とかくことができる。ここに， Wれは公共サ

ービスの可変的要素に対する t期の支出額であ

る。また Pox!は公共サービスの固定的要素へ

の0期における支出額すなわち 0期の公共投資
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額を意味する。政府は 0期において，徴収した

税を，経常支出 (w甚）と資本支出 (b。xi)
へ適切にふりわけねばならない。政府は．上の

予算制約をみたすと同時に，企業の利潤をゼロ

にするようにその手段変数を決定するものと想

定しよう。このとき，政府の最適化は，予算制

約式，

社会的厚生関数 (3-1)を最大にすること

である。政府の手段変数は， l1,x!, T~, T~ (i 

=l, 2, ・・・ , n; t=O, 1)である。Lagrangian

間接効用関数および間接利潤関数の下

に，

はつぎのようにかくことができる。

L=W(U1, u令••,Un)

+,（エ (1+r)→{Pば［け，Xい，f（lf,
t=0,1 

Xf)］-Wtl:-T}｝-Poダ。）

＋噂刀＋T~-wol!-Pox~) 

十←（嘉四＋ T~-w1tf).

fこfごし，ど，む(t=O,1) は Lagrange乗数で

ある。 1階の条件はつぎのようになる。

”8Ui珈 aFaf 
こ Wj一—oui Olg --＋E(1+r)-tか一―--
i=1 t of 8l: 

-rtw,=o (t=0,1), 

と

(4-5) 

”aui aui 8F8J 
こWj---
i=l aui axf +;(1 +r)ー1p―--

1 18J OXf 

一如Po=O,

Wjが(l+r)-t一如＝0 (t=O, 1), 

和（l+r)→-む＝0 (t=0,1). 

(4-6) 

(4-7) 

(4-8) 

前節で得られた最適配分条件は (3-2)-(3-

6)であった。 これらの最適条件は， 本節で迫

かれた各経済主体の主体的最適条件 (4-1)～（4

-8)によって満足される。まず．（4-1), (4-2) 

および (4-7)より (3-2)が尊かれる。また，

(3-3),ま (4-1)-(4-3)から，（3-4)は (4-2)

と (4-4)からそれぞれ得られる。さらに，（3-

5)は (4-2), (4-3), (4-5), (4-7)および (4

-8)力>ら，（3-6）は (4-2), (4-4), (4-6)-(4 

-8)から， それぞれ璃かれる。

上では，消費者および企業に対して一括税を

課すときに，分権的な最適化行動が最適配分を

与えることをみてきた。 さしヽ ごに， われわれ

は，公共サービスが生産基盤型であるとき，政

府が消費者に対して所得税を，企業に対して一

括税をそれぞれ課すならば， もはや最適配分は

達成されないが，公共サービスの最適条件その

ものは依然として成立することを示そう。

第 i消費者は， St をt期の税率とするとき，

予算制約

:E (1 +r戸{(I-St)Wt (i; —刀）
t =0,1 

-Pぷ｝＝0

の下に効用

Ui ＝い（!~，外； l｛，叫）

を最大にする。 1階の条件は

aui 
al; が(1+r)-1 (1-s1)Wt =O 

aui 
冠―が(1+r)-1P1 =0 (t=0,1) 

(t=O, 1) 

(4-1)' 

(4-2)' 

である。ただしがは Lagrange乗数である。

企業については，前と同様に，（4-3)

4)が 1階の条件である。

政府は，予算制約式

と (4-

” ri+sow。こ (iい一l~)-w。l!-Po碍＝0
i=l 

” T~+s知1 こ (ii-l{ ） -Wllf=0
i =1 

および．間接効用閃数．問接利潤関数の下に，
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社会的厚生関数 (3-1)を最大にする。手段変

数は 11,x!, T~. st (t=O, 1)であるが， l1,x!, 

内についての 1階の条件をかくとつぎのよう

である。

ど(1+r)-1Pt aFaf 訂昭―ttWt =O (t =0,1), 

(4-5)' 

~(l+r)-tpl aF af 訂 双f―t。Po=O, (4-6)' 

E(1+r)→ー如＝O(t=O,1), (4-8)' 

(4-3), (4-5)'および (4-8)'から

aF af aF 
訂可＝町 (t=O,1) (3-5)' 

を得る。また， （4-4), (4-6)'および (4-8)'

から

aF af aF 
汀叩＝叙 (3-6)' 

が得られる。 (3-5)'および (3-6)＇は， 公共

サービスが生産基盤型であるときの公共サービ

スの 最適供給条件にほかならない。このよう

に，公共 サービスが生産基盤型であるときに

第 51巻第 4号

は，政府が消費者に所得税を課しても，企業に

対して利潤がゼロとなるように一括税を課すこ

とによって，公共サービスの最適供給条件ー一

可変的要素の最適配分条件および公共投資の最

適条件—は依然として成立する。
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